
赤い羽根共同募金助成事業 

令和８年度「 ～豊かさ育む～ 福祉コミュニティ応援事業 」 

助 成 要 項 

 

 少子・高齢化や人口減少が進行し、多様化・複雑化する生活課題の解決を目指していくためには、福祉

関係者だけではなく、多様な主体による地域福祉活動の展開や、人と人、関係機関がつながり、支え合う

豊かな「福祉コミュニティ」を創造していくことが重要と考えています。 

本助成事業では、釜石市内において主体的に地域の課題に向き合い、課題の解決に向けた活動等に取り

組む団体の活動を応援することで、誰もが安心して暮らし続けていくことのできるまち・かまいしの実現

の一助となることを目的に、本助成事業を実施します。 

 

１ 助成対象 

釜石市内に拠点を置き、それぞれの活動範囲の地域課題の解決に向けた活動に取り組む団体・グループ 

例）町内会・自治会（復興住宅を含む）、ボランティアグループなど 

※ 地域 ＝ 町内会・自治会単位から地区生活応援センター圏域、市内全域を対象とする場合も含む 

 

２ 助成対象期間 

 令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

 

３ 助成額 

 １団体 最大２万円まで（申請は１万円から１千円毎：予算総額 ４２万円） 

 

４ 対象となるもの 

 備品購入費、消耗品費、サロン運営費（会場使用料、燃料費他）、ボランティア活動保険料等 

 

５ 対象外となるもの 

 食料品（酒類・嗜好品は不可）のみの使用となる場合 

※ 調理実習等に伴う食料品等の購入は可とします。 

 

６ 申請期間 

 第１次）令和８年６月１日（月）から令和８年７月３１日（金）まで 

 第２次）令和８年９月 1日（火）から令和８年９月３０日（水）まで 

  ※第１次申請期間内に予算上限に達した場合、受付を終了する場合があります。 

 

７ 申請方法 

 下記の書類を作成し、申請期間内に釜石市社会福祉協議会まで提出してください。 

① 申請書（助成金の使途をできるだけ具体的に記載願います。） 

② 計画書（別紙の実施計画書に基づき、できるだけ具体的に記載願います。） 

③ 振込先口座の通帳の写し 

 

８ 交付方法 

助成金は団体口座への振込を原則とします（現金及び個人口座への交付はできません）。 

 



 

９ 精算・活動報告 

事業終了後１ヵ月以内（または事業年度終了後１ヵ月以内）に下記の書類を作成し釜石市社会福祉協議

会まで提出してください。（報告締切日：令和９年４月３０日 必着） 

 ① 精算報告書・・・報告書の他、領収書または会計帳簿等の写しの添付をお願い致します。 

② 活動報告書・・・写真等を添付し、状況が伝わりやすいような工夫をお願いします。 

 ※ 各報告書様式は決定通知と併せて送付致しますが、②については任意の様式でも構いません。 

 

10  助成事業の広報について 

本事業は赤い羽根共同募金の地域福祉活動費を財源とする助成事業です。事業実施の際は、赤い羽根

共同募金の助成を受けている活動であることを、広報チラシや配布資料、活動先等に明示願います。 

例）周知チラシ等に赤い羽根共同募金による助成事業であることを明記する、など 

また、当会広報誌『アンベニィ』や赤い羽根共同募金公式ホームページ「はねっと」等へ活動状況等

の掲載依頼協力を行う場合がありますので、ご協力いただきますようお願いいたします。 

 

11 問い合わせ先 

社会福祉法人釜石市社会福祉協議会 ℡：0193-24-2511（担当：東梅・八幡） 

〒026-0025 釜石市大渡町 3-15-26 釜石市保健福祉センター8階 

 

 

 

～ 申請から交付までの流れ ～ 

１．応  募 

６月より順次、募集を開始します。尚、周知につきましては、当会ホームページへの掲載の他、各地

区生活応援センター窓口への募集要項の設置や民生委員等を通じ、事業の周知・募集を行います。 

 

２．助成審査 

申請書を受理してから直近の審査委員会で審査（開催時期 ：８月、１２月頃を予定）を行います。 

   審査基準  

① 地域の課題等の解決（コミュニティの活性化等）を目指した取り組みであるか（効果性） 

② 長期的に活動を維持・継続できる体制であるか（継続性） 

③ 地域の課題等の解決を目指す新たな取り組みであるか（新規性） 

※ 新たな取り組みについては、継続事業より優先する場合があります。 

 

３．助成金の振込 

助成決定となった場合、決定通知書を助成決定団体へ送付いたします。 

また、決定通知の日から２週間を目途に振込先口座に助成金を振り込みます。 

 

４．精算・活動報告 

事業終了後１ヵ月以内（または事業年度終了後１ヵ月以内）を目途に、 

精算報告書及び活動報告書を提出してください。 


